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202５年基本要求回答交渉・支部代交渉報告
業務負担軽減のため、人事異動内示の前倒しこそトップダウンで断行すべき！
欠員500名の改善は急務です！会計年度任用職員の更新上限撤廃の話し合いの早期開催を！

自治労県職労は１月10日、2025年基本要求回答交渉及び支部代交渉を行いました。当日は、組合の基本要求に対し当局の現時点での回答が示され（詳細は３頁参照）、これに対し現場代表と執行部から、多くの発言が出されました。

◇過重労働の撲滅について：
○今年度も早々に100時間超の時間外が発生したことは残念だ。具体的な解決方法が示されないことも問題だが、働き方改革推進本部の公開資料を見ても、具体的な発信がされておらず、事態に真剣に向き合っていないのではとすら感じてしまう。

◇人事制度について：
○他自治体では、初任給の大幅アップ等の対策を講じ、技術職員の人材確保に努めている。実際に多くの若手職員が、民間企業の方が待遇面が良いため転職を考えている。人員も少なく、専門的知識が求められる業務なのに、周囲に相談することもできない。
○自分は中途採用で入庁したが、新採用と同じ昇格運用なのに、困難な業務をただ負わされているのでは、と不信感を持っている。
○労働相談業務は専門知識や経験を要するが、異動等により職員が抜けた後に社会人経験のない若手職員が配置されたため、業務に支障が生じただけでなく、職員自身も大きな負担となってしまった。人事異動の際には、職員の適正な配置に努めるべきだ。
○他県で可能なのに、本県で人事異動の前倒しができないのが理解不能だ。今の日程は職員の大きな負担となっており、「トップダウン」で改善すべきだ。
○視覚障害者は現場に行かないと、通勤可能か判断できない。補助者を必要とすると調整にも時間がかかり、合理的配慮として内示の前倒しは不可欠だ。
◇会計年度任用職員制度等について：
○自分も会計年度任用職員だが、更新時には雇用継続の不安が常にあった。適切な能力があれば、機械的な更新上限制度は改めてほしい。
○「現在の選考方法には一定の合理性がある」とのことだが、職員や所属の意見も踏まえ、早急に見直しのための話し合いを持つべきだ。
◇人員の配置について：
○現在、全庁で500名ほどの欠員が発生しており、状況は悪化の一途だ。周囲からも人員不足による業務負担増や、職場の雰囲気が殺伐としているといった悩みが多く聞こえてきており、改善は急務だ。
◇だれもが快適に働ける環境の整備について：
○職場周辺を街宣車が大音響で、特定の職員を誹謗中傷する状況が続いているが、県として職員を守るカスハラ対策が取れていないのが悲しい。人命が失われてもおかしくない事案だと思う。
○人材不足を補うためにICT技術を活用したいが、現行のモバイルPCではスペックが大幅に足りておらず、十分な活用ができない。技術系のPCは高性能なものとするよう、十分な予算をつけてほしい。
◇労働安全衛生の確立について：
○業務の性格上、猛暑下でも屋外作業を行う必要があるが、現行の作業着だと身の危険を感じる。ファン付きや水冷式などの作業着を措置してほしい。
○現場調査の際は車で移動することになるが、一部の免許所持者のみに負担が増していることから、公用車の運転員を増やしてほしい。
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	１.人員問題
	〇常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。最低限、所属の総時間外勤務時間に相当する人員を増やすこと。

○「離職者再採用制度」を導入し、介護を理由にした離職者や若手の中途退職者が再採用を求めている時の対応を講じて人員確保を図ること。
	○時間外勤務の状況も参考にしながら、業務の優先度や業務量等を的確に把握し、職員配置を行っている。

○育児・介護離職者の再採用制度がすでに国を上回る措置であり、退職理由を問わず対象とすることは困難と考えている。

	２．働き方改革
	○直接県民サービスとかかわりのない内部管理業務の抜本的な見直しを全庁的に行い、管理監督者に徹底すること。
	○ボトムアップだけでなく、トップダウンでの実効性のある見直しを進めていきたいと思うので、ご理解、ご協力をお願いする。

	３．人事制度
	○人事異動内示を他都道府県の状況を参考にし、３月中旬とすること。

○人事異動にあたっては、電話交換職等の現業職を含め、障害による通勤等の困難性を踏まえ、できるだけ本人の希望を尊重し、早期に内示等を行うこと。
	○内示の早期化については、退職者の整理や採用辞退への対応のほか、新採用職員や役職定年や再任用職員の配置調整等多くの状況を考慮しなければならず、大幅な前倒しは困難。

○異動の作業は、障害を持つ職員を含め一体として行っていることから、障害を持つ職員のみ、意向打診や内示の日程を早めることは、他の職員の異動にも影響するため困難。

	４．人材育成
	○専門的な知識や経験が必要とされる専門職的な事務職員の人材育成方針を確立すること。
	○専門的職務指導員の活用に加え、組織的にOJTに取り組むと共に、職員のキャリア開発や専門性の向上を意識した人事異動、研修等を通じて職員の主体的なキャリア形成を推進していく。

	５．両立支援
	○産前産後休暇、育児休暇に入る職員に対して、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うこと。

○男性の育児休暇取得促進に向けて、所属長等から職員に対して制度を説明する等、取得しやすい環境整備を図ること。
	○育児職員や管理監督者向けに、イクボスポータルで休暇制度や給付制度等の情報を掲載し、必要な情報を案内できるようにしていく。

○今後も育休取得計画に基づく取得状況等を確認しながら、仕事と家庭の両立に向けた取組を推進していく。

	６.ハラスメント
	〇パワハラ、セクハラを撲滅するための研修を引き続き強化すること。また、公務員へのカスハラが多発していることから、職員を守るための対策を速やかに講じること。
	○ハラスメントのない職場づくりは、大変重要な課題であると認識しており、皆さん方とも話し合いながら、引き続き、実効性のある取組を進めたいと考えている。

	７.労働安全衛生
	〇職員健康管理センターの産業医を責任者とするチームを設け、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。また、精神科産業医の専任化を図ること。

〇職員の自主運転を前提とせず、公用車への運転員の配置を増やすこと。
○猛暑下での屋外作業について、熱中症アラート「厳重警戒」以上が発令下においてやむなく行う作業に対応できるようファン付の作業服を配備すること。

○激甚災害を想定し、コロナ渦の経験も踏まえ、迅速かつ的確な初動体制の確立や対応マニュアルの整備を行うこと。また、他自治体で災害等が発生した際、支援や他所属への応援について、原則希望する職員を対象とすること。
	○職員のいのち・健康を守る観点から、ストレスチェックや医師による過重労働面接指導等を通じた、メンタルへルス不調の未然防止や早期発見に努めている。

○自主運転は所属によっては職員の業務遂行に付随的、必然的に生じる業務であり、必ずしも「本来業務ではない」とは考えていない。

○次年度以降も、今年度同様に全庁掲示板を活用した周知を行うと共に、猛暑下での作業への注意喚起していく。

○災害対応に不慣れな職員でも迅速に初動対応できるよう、わかりやすい手順書を作成している他、事象に応じた災害対応マニュアルを作成している。各所属では、自衛消防隊地区隊を編成しており、その中で避難体制についても検討していく。

	８．執務環境
	〇時差出勤に対応した空調の運転を行うこと。

○排水が頻繁に詰まるなど、老朽化した庁舎については、抜本的な解決策として建替を図ること。

○セキュリティゲートについては、職員やすべての利用者が不自由なく利用できるよう、改善が必要な場合は、その対策について組合と協議を行うこと。

○庶務事務システム、会計システム、財産管理システム、文書管理システムなどについては、職員の使い勝手や事務の効率性の観点から検証し、必要な見直し・改善を行うこと。
	○今後も気象状況に合わせた柔軟な措置を検討していく。

○排水管詰まりの頻度が高いところから順次改修していくことを考えている。

○職員の皆さんの安全を守るためにも、引き続きご理解をよろしくお願いいする。

○パッケージのシステムもあるため、大幅な改修が難しいところはあるが、引き続き職員の利便性向上に向けた改善の検討をしていく。

	９．福利厚生
	〇福利厚生事業については、民間企業の動向も踏まえ、人材確保の観点からも抜本的な見直しを図ること。

○庁舎建設・再編にあたっては、組合と協議し、法定の休養室はもとより、職員が気分転換できる場や食堂、売店等を確保すること。特に、東庁舎内に設置する予定の飲食店については、職員の福利厚生に寄与するものとすること。
	○福利厚生については、引き続き、県労連の場で必要に応じて話し合っていく。

○福利厚生施設としての食堂を再開させるのは困難。なお、東庁舎12階に開設予定のレストランは職員も利用できる。

	10．非正規職員
	○会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。３年ごとの公募は、総務省通知に基づき、廃止すること。

○臨時的任用職員を含めて、労働契約法、男女雇用機会均等法などにより、「無期転換ルール」等民間の非正規労働者が保証されている権利を保障すること。
	○現在の選考方法には、一定の合理性があるものと考えている。また、更新上限の撤廃については県労連の場で引き続き話し合うこととしたい。

○地方公務員に適用される法令等を踏まえて対応してきたので、引き続き関係法令等に従い、適切に対応していく。

	11．ノーマライゼーション
	○知的障害者や精神障害者の雇用にあたっては、本人の希望、専門家の助言等に基づき、ジョブコーチ等を配置するとともに、本人及び職場からの相談窓口を設置すること。

○視覚に障害のある職員が利用するパソコンは、音声読み上げソフトによる負荷を考慮し、通常よりも処理能力が高いものとすること。
	○障害特性は、それぞれの職員によって様々ですので、障害のある職員が働きやすい職場環境の整備については、それぞれの障害特性に応じて、合理的配慮を行っていく。

○現在配布している共通利用パソコンはメモリ８GB、corei5CPUを調達しており、動画も編集できる性能があり、処理能力は高い。


大抽選会当選者発表

多数の応募をいただきありがとうございました！

○産技総研労組委員長賞（赤ワイン）　あっくん
○労働支部賞（ゴディバ）　ケイ
○ユース部賞（スタバカード）　南蛮エビ
○県ﾌﾞﾛｯｸ賞（ｖｊａギフトカード）　ダッダダーン
○全労済自治労共済神奈川県支部賞(ﾐﾆｽﾋﾟｰｶｰ)
全米が泣いた。
○グループ保険賞（焼き菓子セット）
ナカチャン､MAX COFEE ｻﾌﾟﾚｰ
○ｱﾒﾘｶﾝﾌｧﾐﾘｰ賞（津久井うどん）
まさやん、ホワイト
○ｱﾒﾘｶﾝﾌｧﾐﾘｰ賞（地鶏たまご）　たいたい
※自治労県職労では当局に対し10月31日付で「長時間・過重労働の根絶を求める要求書」を提出し、12月26日に交渉を行いましたが、当局から具体的な改善策が示されなかったことから、引き続き誠意ある回答を求めていきます。








